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る根拠として、SFAS 第 2 号によって一定の根拠付けはなされているが、現在では、その
設定根拠を覆すような研究も多数存在していきている。そのため、30数年前の状況におけ
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第 2 章 研究開発活動を取り巻く状況 
 






































































































































































                                                  






























                                                  
6 SFAS第 2号 8(a)項 
7 SFAS第２号 8(ｂ)項 








第４節 IAS第 38号（国際財務報告基準）での研究・開発の定義 




















                                                  
9 IAS第 38号 8項 
10 IAS第 38号 8項 
11 IAS第 38号 56項 































                                                  



























































































































                                                  









































































1917  Federal Reserve Board — 繰延処理を支持 
1924  NACA — 繰延処理を支持 
1926  NACA — 繰延処理を再び支持 
1929  Federal Reserve Board — 繰延処理を再び支持 
1920～ 
1930s  IRS — 繰延処理が好ましいと発表 
1954  AICPA — 将来の企業活動と合理的な関連が認められる場合に限って繰延
        処理を支持 
1954以前  税法は財務諸表において同様な手続きをとる場合に限り即時費用処理
を容認 
1954   税法は財務会計上の処理に関わらず直接控除を認める。（即時費用処理）
1972  APB No. 22 and SEC No. 125 — 財務諸表とannual 10k reportに研究開発費の
会計処理の公表を強制 
1974  SFAS No. 2 (1974) 公表  








 おおよそ時期を同じくして、1924年にthe National Association of Cost Accountantsが、研究
                                                  
20 Nix and Nix[ 1992]p56 
 24
開発費の会計処理として、繰延処理が完全に好ましい（perfectly proper）とthe National 
Association of Cost Accountant’s bulletinにおいて述べている。そして、1926年にthe National 
Association of Cost Accountantsは、研究開発費の会計処理について、資産化することを再び
認めている。 

























                                                  

















Accounting Principles Board(APB)やthe Securities and Exchange Commission(SEC)によって研
究開発費の会計処理に関しての意見が公表された。APBにおいてはThe APB Opinion No22
において、財務諸表において研究開発支出についてのディスクロージャーを強制させた。











                                                  





























                                                  
23 SFAS第 2号 12項 
























                                                  























第３節 発生時に全額費用処理すると定める基準（主に SFAS 第 2 号）に対する
批判 
 
第１項 SFAS第 2号の根拠に対する批判 











                                                  
27 SFAS第 2号 53項-57項 
28 北村[1989]p285 























































第２項 SFAS 第 2 号に対するその他の指摘事項 


































                                                  
33 久持[1999]p121 
34 Nix and Nix [1992]p60 
35 SFAS第 2号第 41項 







 SFAS 第 2 号は、アメリカの会計基準の中で 4 番目に不評という調査もあり39、この理

































Accounting for Research Study（ARS）第 14号、また 1977年に ASC（会計基準審議会）
が、SSAP（英：会計実務基準書）第 13号を、そして、1978年には IAS第 9号が公表さ
れ、そして、これが改正され現在の IAS第 38号となっている。 
 これらの基準等は、IAS第 38号は IAS第 9号の改正版であり、また、IAS第 9号は、





第 1 項 ARS 第 14 号 
 AICPA（米国公認会計士協会）は、当時増大しつつあった研究開発費の会計処理方法が企
業間において統一性を欠き、財務諸表の比較が困難であるという現状のため、1973 年に
Accounting Research Sturdy No.14（ARS 第 14 号）を発表した。 
 ARS 第 14 号ではまず、会計処理を検討するにあたって研究開発活動の分類を検討してい
る。この結果、これまでの分類では企業間においてその範囲が様々である、会計処理につ
いては、不十分であるとして以下のようなプログラム別分類を提唱している。 
  ①継続的研究 
  ②重要な開発プロジェクト 
  ③新製品開発部門 
  ④開業準備段階の企業 
 このうち、新製品開発部門は重要な開発プロジェクトとの組織上の相違を有するに過ぎ
ず、開業準備段階の企業は継続企業の前提から外れるため検討対象としていない。 
 ARS 第 14 号においては、企業における通常の研究開発活動を継続研究と重要な開発プロ
ジェクトに区分しているのである。 
                                                  




























































第 2 項 SSAP 第 13 号 
イギリスでは、かなりの額の研究開発費を資産計上したまま倒産したロールス・ロイス
社の事件を契機として、研究開発費の会計処理の統一性をはかるために、会計基準審議会
（ASC）が、SSAP第 13号を 1977年に公表した。 









 以上のように SSAP 第 13 号においては、研究開発投資のうち、一定の要件を満たす開
発費については任意ではあるが資産計上を認めている。 
 SSAP 第 13 号が、研究開発投資についてこのような会計処理を求めた根拠としては










                                                  














46 SSAP第 13号 23項 
47 SSAP第 13号 24項 







  (1)明確な具体的プロジェクトが存在し、かつ 
  (2)当該プロジェクトに関わる費用を個別に識別できること 
 かかるプロジェクトの成否を判定するには、次の項目を調査する必要がある。 
  (1)技術的な実行可能性、および 
  (2)次のような要因に照らして検討したうえでの最終的な商業化可能性 
   ①予想される市場状態 
   ②世論 













   このような不確実性を、慎重性概念49の見地から見ると、ほとんどの開発プロジェ 
                                                  






































第 3 項 IAS 第 38 号 
１．IAS第 38号の歴史 
 
IAS 第 38 号の歴史 
1978  IAS 第 9号公表 
  
1993  改訂 IAS 第 9号 公表 
  
1998  IAS 第 38号公表 
  





から 2004 年に公表された改訂 IAS 第 38 号「無形資産の会計」まで 4 回の変遷を経てい
る。国際財務報告基準においては、1978 年の IAS 第 9 号の段階から研究開発の将来便益
の不確実性の程度に応じて会計処理をわけるというスタンスを取っている。 
まず、IAS第 9号から見ていくことにする。 
 IAS 第 9 号は、原則として、研究開発費を即時に費用処理することを求めている51。し
かし、一定の条件を満たす開発費は繰延処理できるとしている52。IAS 第 9 号がこのよう
な会計処理を定めた根拠としては、研究開発費は、研究開発活動からもたらす将来の便益
と、当該便益を享受する期間が極めて不確実であることから、現在の研究開発費と将来の
便益との直接的関係がほとんど無い53というものによる。これは、SFAS 第 2 号による研
究開発費を即時費用処理する根拠と同様のものであると考えられる。しかし、IAS第 9号
では、開発に係るコストにおいては、製品又は生産方法が、技術的にも商的にも実現可能
                                                  
50 北村[1989]p278 
51 IAS第 9号 9項 
52 IAS第 9号 10項 























                                                  
54 IAS第 9号 10項 
























 その後、改定 IAS 第 9 号は、1998 年に IAS 第 38 号「無形資産」への統合に伴って廃
止され、さらに IAS 第 38 号は 2004 年に IFRS 第 3 号「企業結合」の公表に伴って改訂
されている。改訂 IAS第 38号は、「企業結合の会計と企業結で取得されたのれんと無形資
産の取得後の処理の質を改善し、その国際的統合を図る」ことを目的とする、企業結合プ







                                                  
57 改訂 IAS第 9号 14項 












２．IAS 第 38 号 

















                                                  
59 IAS第 38号 54項 










61 IAS第 38号 55項 
62 IAS第 38号 58項 




































65 IAS第 38号 BCZ42 
66 財務会計の概念フレームワーク第 3章第 4項 





























                                                  
68 財務諸表の作成表示に関するフレームワーク第 49項 
69 徳賀[2006]p687 
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は、現在実際に適用されている IAS第 38号の要件について検討していく。 

































































































第 3 号 BC106 においては、別の会計処理となるという問題が、取得された無形資産をの
れんに含める根拠にならないとしている。 
 しかし、IAS 第 38 号の自己創設無形資産の認識においては、外部から取得された無形
                                                  
72 IFRA第 3号 45項 




















った。発生時に全額費用計上すべきと定める根拠として、SFAS 第 2 号によって一定の根
拠付けはなされているが、現在では、その設定根拠を覆すような研究も多数存在していき
ている。そのため、30数年前の状況における設定根拠が、現在にも同様に適用できるのか
どうか疑問がる。さらに、SFAS 第 2 号が、発生時費用処理を認めたのは、税制の影響に
より SFAS第 2号が定められる以前に、研究開発投資を発生時費用処理するという会計処
理が実際多くの企業で採用されていたこと。また、監査上の問題から認めたに過ぎないと





                                                  

































第５章 IAS第 38号適用企業の実態 
 











第 2 節 実態調査 
１．実態調査の概要 
ここでとりあげた企業は、EUのEUROPEAN COMMISSIONが公表した、The 2009 EU 
industrial R&D investment SCOREBOADにおいて、EU域内における研究開発投資額の
上位 1,000 社のうち上位 50 社を対象としている。この上位 50 社のうち、IFRS 適用を適
用していない企業、アニュアルレポートによって資産化されている額などが不明な企業も
あり、その数を抜かすと 40 社になる。The 2009 EU industrial R&D investment 
SCOREBOADにおいては、EUの企業 1,000社を対象としているが、上位 50社で対象企
業 1,000社の研究開発投資額総額の約 68%を占めている75。また、企業の分類も、The 2009 






                                                  
75 2008年度ベースで、EU域内の 1,000社の研究開発支出合計は、130,412millionユー
ロであるのに対して、上位 50社の研究開発支出合計は 89,118milloユーロである。 
 53











業種 社数 資産化企業数 
Aerospace & defence 3 3 
Automobiles & parts 11 11 
Chemicals 3 3 
Electrical components & equipment  2 2 
Electricity 1 1 
Fixed line telecommunications  4 2 
Food producers 1 0 
Industrial machinery  1 1 
Leisure goods 1 1 
Oil & gas producers  1 0 
Personal goods 1 0 
Pharmaceuticals  7 1 
Semiconductors 1 1 
Software  1 0 
Telecommunications equipment  2 ２ 









Pharmaceuticals の分野においては、7 社のうち 1 社しか、研究開発支出のうち資産計
上を行っていなかった。しかも、この 1 社も研究開発支出に占める資産計上割合は 0.7%
とほぼ資産計上なされていないに等しいものとなっていた。 
Fixed line telecommunicationsにおいては、４社のうち 2社が資産計上していた。しか
し、資産計上額にはソフトウェアの資産化額も含まれるとされており、特に Telecom Italia
においては、資産計上のほとんどがソフトウェアであるとされている。 
 Aerospace & defenceにおいては、4社のうち 3社が資産計上していた。資産計上して
いた企業においても資産化率は数％～数十％とばらつきが見られた。 




































まず、Pharmaceuticalsと Automobiles & partsのアニュアルレポートから読み取れる
研究開発投資に関する会計方針の開示から考察する。 
上記実態調査によると、EU における研究開発投資額上位 50 社の総額 89,118million
ユーロのうち、約３１％が Automobiles & parts の分野であり、また約 19％が
Pharmaceuticals の分野であった。EU の研究開発支出額上位 50 社の企業の約 50％がこ


























認可が下りるまでは、不確実性が高く、IAS 第 38 号の資産計上の規準を満たさないとし
て、資産計上できないとしているのである。 
 次に Automobiles & partsについてみていく。 
























 表：Automobiles & partsと Pharmaceuticalsの企業の資産化率 
Automobiles & parts企業 資産化率  Pharmaceuticals企業 資産化率 
Volkswagen 0.374008  UCB 0 
Daimler 0.312247  Sanofi-Aventis 0 
Robert Bosch 0.039837  GlaxoSmithKline 0.007039 
BMW 0.427374  AstraZeneca 0 
Peugeot (PSA) 0.448988  Boehringer Ingelheim   0 
Renault 0.503356  Merck 0 
Fiat 0.373112  Novo Nordisk 0 
Continental 0.01706    
Porsche Automobile 0.067853    
Valeo 0.187023    
































そこで、この仮定に基づいて、Automobiles & partsを見てみる。 
 59
ここでは、まず Automobiles & partsのうち、partsつまり、部品のみを製造している
企業を除いて考察していく。 
 研究開発投資総額上位 50社のうち、Automobiles & partsは、11社であった。このう
ち、partsつまり、部品のみを製造している企業を除くと、Volkswagen、Daimler、BMW、 
Peugeot (PSA)、Renault、Fiat、Porsche Automobileの 7社になる、この７社の資産化
率を見ると以下の Automobiles & partsにおける完成車企業と部品企業の資産率の表のよ
うになる。これを見ると、Porsche Automobile以外の企業においては、30％台後半から 
50%台と非常に高い割合になっていることがわかる。 
 次に、Automobiles & partsのうち、partsつまり、部品のみを製造している企業につい
てみて考察していく。 







表：Automobiles & partsにおける完成車企業と部品企業の資産率 
完成車企業 資産化率  部品企業 資産化率 
Volkswagen 0.374008  Robert Bosch 0.039837 
Daimler 0.312247  Continental 0.01706 
BMW 0.427374  Valeo 0.187023 
Peugeot (PSA) 0.448988  ZF 0.01194 
Renault 0.503356    
Fiat 0.373112    
Porsche 
Automobile 









は、Automobiles & parts分野においては、成り立つと考えられる。 
 
 







いるともとれ、IAS 第 38 号の資産計上の要件は、一定の役割を果たしているようにも考
えられる。しかし、一方で、Pharmaceuticals分野のように、研究開発投資額が多額にの
ぼるにも関わらず、資産計上されていない企業においては、見えざる資産の価値が財務諸
表に反映競れていないのではないのではないかとも考えられる。これでは、IAS 第 38 号





 この章では、実際に IAS第 38号を適用している EU域内の研究開発投資額上位 50社に
ついて実際の適用状況を見ていきた。これにより、研究開発投資の資産化についておおよ
そ３つの傾向があるとわかった。 





































rank 会社 分類 年度 資産化率 R&D 総額 資産額
1 Volkswagen Automobiles & parts 2008 0.374008 5,925 2,216 
     2007 0.293723 4,923 1,446 
     2006 0.348585 4,240 1,478 
     2005 0.351411 4,075 1,432 
      2004 0.360471 4,164 1,501 
            
2 Nokia Telecommunications 2008 0.024619 5,321 131 
    equipment 2007 0.02974 5,279 157 
     2006 0.034232 3,710 127 
     2005 0.042195 3,626 153 
            
3 Sanofi-Aventis Pharmaceuticals 2008 0 4,608 0 
     2007 0 4,562 0 
     2006 0 4,404 0 
     2005 0 4,044 0 
              
4 Daimler Automobiles & parts 2008 0.312247 4,442 1,387 
     2007 0.238669 4,148 990 
     2006 0.191535 3,733 715 
     2005 －     
            
5 Robert Bosch Automobiles & parts 2008 0.039837 3,916 156 
     2007 0.033146 3,560 118 
     2006 0.061525 3,397 209 
     2005 0.064142 2,931 188 
              
6 Siemens Electrical components 2008 0.109489 3,836 420 
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    & equipment 2007 0.117682 3,365 396 
     2006 0.195527 3,309 647 
     2005 0.106833 4,493 480 
              
7 GlaxoSmithKline Pharmaceuticals  2008 0.007039 3,836 27 
     2007 0.013992 3,359 47 
     2006 0 3,564 0 
     2005 0 3,234 0 
              
8 AstraZeneca Pharmaceuticals  2008 0 5,179 0 
     2007 0 5,162 0 
     2006 0 3,902 0 
     2005 0 3,379 0 
            
9 Alcatel-Lucent Telecommunications 2008 0.12946 3,167 410 
    equipment 2007 0.122922 3,368 414 
     2006 0.207974 1,856 386 
     2005 0.211515 1,650 349 
              
10 Ericsson Telecommunications 2008 -     
  単位ユーロでない equipment 2007 -     
     2006 -     
     2005 -     
            
11 BMW Automobiles & parts 2008 0.427374 2,864 1,224 
     2007 0.423982 3,144 1,333 
     2006 0.478803 3,208 1,536 
     2005 0.448154 3,115 1,396 
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12 EADS Aerospace & defence 2008 0.031567 2,756 87 
     2007 0.034432 2,701 93 
     2006 0.143255 2,869 411 
     2005 0.123363 2,367 292 
            
13 Bayer Chemicals  2008 0.019083 2,725 52 
     2007 0.021762 2,803 61 
     2006 0.04298 2,443 105 
     2005 0     
              
14 Peugeot (PSA) Automobiles & parts 2008 0.448988 2,372 1,065
     2007 0.363549 2,074 754
     2006 0.401822 2,195 882
     2005 0.394834 2,168 856
     2004 0.405405 2,183 885
            
15 Renault Automobiles & parts 2008 0.503356 2,235 1,125
     2007 0.522746 2,462 1,287
     2006 0.454583 2,400 1,091
     2005 0.367933 2,264 833
     2004 0.381948 1,961 749
              
16 Boehringer  Pharmaceuticals  2008 0 2,109   
   Ingelheim  2007 0 1,900   
     2006 0 1,574   
     2005 0 1,360   
            
17 Fiat Automobiles & parts 2008 0.373112 1,986 741 
     2007 0.28834 1,741 502 
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     2006 0.249687 1,598 399 
     2005 0.267009 1,558 416 
              
18 Finmeccanica Aerospace & defence 2008 0.096774 1,767 171 
     2007 0.079734 1,806 144 
     2006 0.063271 1,865 118 
     2005 0.001147 1,743 2 
            
19 SAP Software  2008 0 1,627   
     2007 0 1,461   
     2006 - -   
     2005 - -   
              
20 Philips Electronics Leisure goods  2008 0.095474 1,613 154 
     2007 0.144638 1,604 232 
     2006 0.178991 1,704 305 
     2005 - -   
            
21 STMicroelectronics Semiconductors  2008 -     
  usgaap  2007 -     
     2006 -     
     2005 -     
              
22 Continental Automobiles & parts 2008 0.01706 1,524.0 26 
     2007 0.008672 841.8 7 
     2006 0.001475 678 1 
     2005 0.001356 590 1 
            
23 Volvo Commercial vehicles 2008 0.1580645     
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  単位ユーロでない & trucks 2007 0.1911354     
  ため割合のみ示す  2006 -     
     2005 -     
              
24 BASF Chemicals  2008 0.012391 1,372 17 
     2007 0.014286 1,400 20 
     2006 0.018985 1,301 25 
     2005 0.020791 1,087 23 
            
25 Merck Pharmaceuticals  2008 0 1,234   
     2007 0 1,028   
     2006 0 752   
     2005 0 713   
              
26 BT Fixed line  2008 0 1,157   
   開発活動による telecommunications 2007 0 1,280   
  資産化はなし  2006 0 1,144   
     2005 0 743   
            
27 Novo Nordisk Pharmaceuticals  2008 0   0 
  ユーロでない  2007 0   0 
  資産化なし  2006 0   0 
     2005 0   0 
              
28 Unilever Food producers  2008 0 927 0 
     2007 0 868 0 
     2006 0 906 0 
     2005 0 954   
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29 Royal Dutch Shell Oil & gas producers  2008 －     
  ドル表記  2007 －     
     2006 －     
     2005 －     
              
30 France Telecom Fixed line  2008 0 900 0 
    telecommunications 2007 0 894 0 
     2006 0 856 0 
     2005 0 716 0 
            
31 Porsche  Automobiles & parts 2008 0.067853 899 61 
   Automobile  2007 0.051701 735 38 
     2006 0.069196 448 31 
     2005 -     
              
32 NXP Semiconductors  2008 -     
  Usgaap  2007 -     
     2006 -     
     2005 -     
            
33 Valeo Automobiles & parts 2008 0.187023 786 147
     2007 0.15443 790 122
     2006 0.166667 768 128
     2005 0.162088 728 118
              
34 UCB Pharmaceuticals 2008 0 767   
     2007 0 788   
     2006 0 615   
     2005 0 511   
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35 Vivendi Media  2008 -     
  不明  2007 -     
     2006 -     
     2005 -     
              
36 Schneider Electrical components 2008 0.275424 708 195 
    & equipment 2007 0.194651 673 131 
     2006 0.221477 596 132 
     2005 0.20412 534 109 
            
37 Telecom Italia Fixed line  2008 －  
   telecommunications 2007 －   
    2006 －  
    2005 －  
           
38 Infineon  Semiconductors  2008 0.062767 701 44 
   Technologies  2007 －     
     2006 －     
     2005 －     
            
39 ZF Automobiles & parts 2008 0.01194 670 8 
     2007 0.007508 666 5 
     2006 －     
     2005 －     
              
40 Telefonica Fixed line  2008 0.143713 668 96 
    telecommunications 2007 0.19697 594 117 
     2006 0.163265 588 96 
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     2005 0.172222 540 93 
            
41 Royal Bank of  Banks  2008 －     
   Scotland  2007 －     
     2006 －     
     2005 －     
              
42 ALSTOM Industrial machinery 2008 0.199678 621 124 
     2007 0.204991 561 115 
     2006 0.197727 440 87 
     2005 0.200573 349 70 
            
            
43 Deutsche Telekom Fixed line  2008 －     
  不明 telecommunications 2007 －     
     2006 －     
     2005 －     
              
44 TOTAL Oil & gas producers  2008 0 612   
     2007 0 594   
     2006 0 569   
     2005 0 676   
            
45 SAFRAN Aerospace & defence 2008 －     
  不明  2007 －     
     2006 －     
     2005 －     
              
46 L'Oreal Personal goods  2008 0 581   
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     2007 0 560   
     2006 0 533   
     2005 0 496   
              
47 Solvay Chemicals  2008 0.024221 578 14 
     2007 0.024561 570 14 
     2006 0.019164 574 11 
     2005 0.010482 477 5 
              
48 Thales Aerospace & defence 2008 0.226714 569 129 
     2007 0.241438 584 141 
     2006 0.301741 517 156 
     2005 0.27381 504 138 
            
49 AREVA Electricity  2008 0.18231 554 101 
     2007 0.191939 521 100 
     2006 0.236443 461 109 
     2005 0.196078 408 80 
              
50 HSBC Banks 2008 －     
     2007 －     
     2006 －     











会社名 資産化の可否 資産化割合 
アストラゼネカ ― ― 
グラクソ 不明 不明 
メルク ― ― 
ノバルティス ― ― 










ダニスコ ― ― 
ダノン ― ― 
ネスレ ― ― 
オークラ ○ 10.58％ 
ペルノ・リカール ― ― 
ユニリーバ ― ― 
 
化学業界 
会社名 資産化の可否 資産化割合 
BASF ○ 1.43％ 
バイエル ○ 2.37％ 
ヘンケル ― ― 
ペルストップ ○ 0.97％ 




会社名 資産化の可否 資産化割合 
BMW ○ 42.39％ 
ダイムラー ○ 30.79％ 
フィアット ○ 53.53％ 
プジョー ○ 36.35％ 
ルノー ○ 52.27％ 
VW ○ 29.37％ 
 
自動車部品業界 
会社名 資産計上 資産化率 
オートリブ ― ― 
ボッシュ ○ 3.34％ 
コンチネンタル ○ 0.87％ 
フォーレシア ○ 25.97％ 
マン ○ 12.01％ 
ミシュラン ― ― 
ヴァレオ ○ 15.44％ 
 
電気産業 
会社名 資産計上 資産化率 
アルカテル ○ 4.29％ 
エレクトロラックス ○ 25.72％ 
エリクソン ○ 11.38％ 
ノキア ○ 2.71％ 
フィリップス ○ 12.56％ 




会社名 資産計上 資産化率 
フォルトゥム 不明 不明 
Mレアル ― ― 
SCA ○ 7.945 
ストラエンソ 不明 不明 
UPM 不明 不明 
 
その他の業界 
会社名 資産計上 資産化率 
ベネトン 不明 不明 
ドイツテレコム 不明 不明 
EDSA ○ 25.66％ 
ロレアル ― ― 
ルイ・ヴィトン ― ― 

































生時に全額費用計上すべきと定める根拠として、SFAS 第 2 号によって一定の根拠付けは
なされているが、現在では、その設定根拠を覆すような研究も多数存在していきている。
そのため、30数年前の状況における設定根拠が、現在にも同様に適用できるのかどうか疑
問が残る。さらに、SFAS 第 2 号が、発生時費用処理を認めた理由としては、税制の影響
により SFAS第 2号が定められる以前に、研究開発投資を発生時費用処理するという会計
処理が実際多くの企業で採用されていたことが知られている。また、監査上の問題から認
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